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報道関係者 各位 

 

令和６年度 ハローワークを通じた障害者の職業紹介状況等 

高知労働局（局長 菊池 宏二）は、令和６年度の高知県の障害者職業紹介状況を取り

まとめましたので発表します。 

 

 

１ 新規求職申込件数は 1,384 件で、対前年度比 3.5％の減（第１表，第１図参照） 

内訳をみると身体障害者は 316 件(14.1％減)、知的障害者は 197 件(11.3%減)、精神 

障害者は 771 件(7.7％増)、その他の障害者は 100 件(21.9％減)であり、対前年度比 

では、精神障害者の新規求職申込件数が増加した。 

（第２表～第５表，第２図～第４図参照）  

２ 就職件数は 729 件で、対前年度比 0.7％の増（第１表，第１図参照） 

（１）内訳をみると身体障害者は 146 件(11.5％減)、知的障害者は 109 件(12.8％減)、 

精神障害者は 429 件(11.1％増)、その他の障害者は 45 件(6.3％減)であり、精神障 

害者の就職件数が 13 年連続で最も多かった。 

（第２表～第５表，第２図～第４図参照）  

（２）就職率（就職件数／新規求職申込件数）は 52.7％で前年度より 2.2 ポイント増加。 

                 （第１表～第５表，第２図～第４図参照）  

（３）産業別でみると、「医療・福祉」（238 件）、「教育・学習支援業」（76 件）、「製造業」

(72 件)・「卸売業・小売業」(72 件)・「公務・その他」（72 件）での就職件数が多く

なっている。 

（第６図，第７図参照）  

 

３ 解雇者数は 9 人であり、前年度の 6 人から増加。 

（第７表，第８図参照）  
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○今後の取組について 

高知労働局管内の就職件数は、昨年度に続き４年連続で対前年度比増（0.7％増）と

なった。全国の就職件数は、４年連続で対前年度比増（4.4％増）となった。 

   特に、就職件数のうち 58.8％が精神障害者で、精神障害者の就職件数は対前年比 

11.1％増となった。精神障害者保健福祉手帳取得者の増加、精神障害者の求職申込が他

の障害種別に比べ増加していることによると考えられる。 

法定雇用率の引上げ等の影響で障害者雇用に取り組む企業が増えたことも影響して

いる。 

 高知労働局及びハローワークは、令和７年４月から除外率が引き下げられることや、

令和８年７月から障害者雇用率が引き上げられることから、就職面接会の開催や、障害

者職業センター、高知県、障害者就業・生活支援センターなど地域の関係機関と連携し、

求職者の障害の特性や強みを踏まえた職業相談・職業紹介や職場定着支援を行うととも

に、全ての雇用率未達成企業への指導、支援の強化に積極的に取り組むほか、企業等を

対象としたセミナー等を開催し、障害者雇用に対する理解の促進を図り、また、様々な

機会を捉え、障害者雇用率改定の周知、障害者雇用の質の向上に関する周知・助言・指

導、もにす認定制度の周知（別紙）、障害者に対する差別禁止・合理的配慮の提供義務

に係る制度の周知を行っていく。 

 

<参考> 全国の障害者職業紹介状況等 

・    ・新規求職申込件数は 268,107 件で、対前年度比 7.5％の増。 

・就職件数は 115,609 件で、対前年度比 4.4％の増。就職件数が過去最高だった令和５年度

（110,756 件）を上回った。 

・就職率（就職件数／新規求職申込件数）は 43.1％で対前年度差 1.3 ポイントの減となった。 

・産業別でみると、「医療・福祉」（45,668 件）、「製造業」（13,417 件）「サービス業」（12,134

件）での就職件数が多くなっている。 

・解雇者数は 9,312 人。（前年度は 2,407 人） 
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＜用語の解説＞ 

●新規求職申込件数 

期間中に新たに受け付けた求職申し込みの件数をいう。 

●就職率 

新規求職申込件数に対する就職件数の割合をいい、「就職件数」を「新規求職申込件数」で 

除して得た値。 

●その他の障害者 

身体障害者、知的障害者及び精神障害者以外の障害者。 

（障害者手帳を所持しない発達障害者、高次脳機能障害者、難治性疾患患者等である） 

 ●除外率 

  障害者の就業が一般的に困難であると認められる業種について、雇用する労働者数を計算す 

る際に、除外率に相当する労働者数を控除する制度 

 ●もにす認定制度 

  厚生労働大臣が障害者の雇用の促進や安定に関する取組などの優良な中小企業を認定する 

制度 

  ＜高知県もにす認定企業一覧＞ 

  ・エフピコダックス 株式会社 

  ・タイム技研高知 株式会社 

  ・株式会社 SHIFT PLUS 



別添

１．全体

前年度差

27年度 1,023 1,495 503 49.2% 2.7

28年度 1,090 1,645 525 48.2% △ 1.0

29年度 1,176 1,710 567 48.2% 0.0

30年度 1,177 1,791 598 50.8% 2.6

元年度 1,310 1,934 617 47.1% △ 3.7

2年度 1,479 2,232 565 38.2% △ 8.9

3年度 1,325 2,393 617 46.6% 8.4

4年度 1,335 2,425 680 50.9% 4.3

5年度 1,434 2,707 724 50.5% △ 0.4

6年度 1,384 2,149 729 52.7% 2.2

※「有効求職者数」＝各年度末現在の数、他は年度累計

7.4% 11.6% 6.5%

障害者の職業紹介状況 

第１表　障害者の職業紹介状況 （全数）

年度
①新規求職申込件数 ②有効求職者数 ③就職件数 ④就職率（③/①)

前年度比 前年度比 前年度比

1.4% △2.3% 7.2%

7.9% 4.0% 8.0%

6.5% 10.0% 4.4%

11.3% 8.0% 3.2%

0.1% 4.7% 5.5%

12.9% 15.4% △8.4%

0.8% 1.3% 10.2%

△10.4% 7.2% 9.2%

△3.5% △20.6% 0.7%
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【就職件数・新規求職申込件数の年次推移 （全数）】

③就職件数
①新規求職申込件数

第１図

(注) 表中の「①新規求職申込件数」の令和３年度以降の数値には、令和３年９月より開始されたハローワークインターネットサー

ビスにより新規求職申込を行った者（同月中に来所した者を除く）の件数は計上していない。（次頁以降も同じ）

(注) 表中の「②有効求職者」の令和３年度以降の数値には、オンライン新規求職申込後も来所せずに求職活動を行う者は計上して

いない。（次頁以降も同じ）

(注) 表中の「③就職件数」には、ハローワークインターネットサービスのオンライン自主応募（ハローワークの職業紹介を経ずに

直接応募できる機能を利用したこと）による就職件数は計上していない。（次頁以降も同じ）
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別添

２．障害種別

17

前年度差

27年度 367 625 163 44.4% 6.3

28年度 347 636 152 43.8% △ 0.6

29年度 378 636 182 48.1% 4.3

30年度 359 643 164 45.7% △ 2.4

元年度 348 687 159 45.7% 0.0

2年度 389 784 128 32.9% △ 12.8

3年度 342 791 140 40.9% 8.0

4年度 350 813 151 43.1% 2.2

5年度 368 849 165 44.8% 1.7

6年度 316 653 146 46.2% 1.4

※「有効求職者数」＝各年度末現在の数、他は年度累計

5.1% 4.4% 9.3%

①新規求職申込件数 ②有効求職者数 ③就職件数

第２表　障害者の職業紹介状況 （身体障害者）
④就職率（③/①)

前年度比 前年度比 前年度比
年度

△6.9% △11.6% 8.7%

8.9% 0.0% 19.7%

△5.4% 1.8% △6.7%

△3.1% 6.8% △3.0%

△5.0% 1.1% △9.9%

11.8% 14.1% △19.5%

2.3% 2.8% 7.9%

△12.1% 0.9% 9.4%

△14.1% △23.1% △11.5%
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【就職件数・新規求職申込件数の年次推移 （身体障害者）】

③就職件数

①新規求職申込件数

第２図
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別添

前年度差

27年度 189 278 114 60.3% 5.2

28年度 191 322 113 59.2% △ 1.1

29年度 190 313 103 54.2% △ 5.0

30年度 190 324 117 61.6% 7.4

元年度 221 329 124 56.1% △ 5.5

2年度 250 352 117 46.8% △ 9.3

3年度 217 365 119 54.8% 8.0

4年度 220 369 108 49.1% △ 5.7

5年度 222 411 125 56.3% 7.2

6年度 197 340 109 55.3% △ 1.0

※「有効求職者数」＝各年度末現在の数、他は年度累計

0.9% 11.4% 15.7%

第３表　障害者の職業紹介状況 （知的障害者）

年度
②有効求職者数 ③就職件数 ④就職率（③/①)①新規求職申込件数

前年度比 前年度比 前年度比

5.6%

1.1% 15.8%

1.8%△3.6%

△0.5% △2.8% △8.8%

△0.9%

16.3%

0.0% 3.5% 13.6%

13.1% 7.0%

1.5% 6.0%

△5.6%

△13.2% 3.7% 1.7%

1.4% 1.1% △9.2%

△11.3% △17.3% △12.8%
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【就職件数・新規求職申込件数の年次推移 （知的障害者）】

③就職件数

①新規求職申込件数

第３図
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別添

前年度差

27年度 366 506 186 50.8% 1.2

28年度 452 589 213 47.1% △ 3.7

29年度 508 645 245 48.2% 1.1

30年度 527 718 269 51.0% 2.8

元年度 586 758 271 46.2% △ 4.8

2年度 602 802 221 36.7% △ 9.5

3年度 605 999 296 48.9% 12.2

4年度 638 1,061 370 58.0% 9.1

5年度 716 1,245 386 53.9% △ 4.1

6年度 771 1,037 429 55.6% 1.7

※ 「有効求職者数」＝各年度末現在の数、他は年度累計

第４表　障害者の職業紹介状況 （精神障害者）

前年度比 前年度比

④就職率（③/①)②有効求職者数 ③就職件数
年度

①新規求職申込件数

前年度比

△1.3% 2.4% 1.1%

12.4% 9.5% 15.0%

23.5% 16.4% 14.5%

3.7% 11.3% 9.8%

11.2% 5.6% 0.7%

2.7% 5.8% △18.5%

0.5% 24.6% 33.9%

5.5% 6.2% 25.0%

12.2% 17.3% 4.3%

7.7% △16.7% 11.1%
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【就職件数・新規求職申込件数の年次推移 （精神障害者）】

③就職件数

①新規求職申込件数

第４図
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別添

前年度差

27年度 101 91 40 39.6% △ 16.7

28年度 100 98 47 47.0% 7.4

29年度 100 116 37 37.0% △ 10.0

30年度 101 106 48 47.5% 10.5

元年度 155 160 63 40.6% △ 6.9

2年度 238 294 99 41.6% 1.0

3年度 161 238 62 38.5% △ 3.1

4年度 127 182 51 40.2% 1.7

5年度 128 202 48 37.5% △ 2.7

6年度 100 119 45 45.0% 7.5

※　その他　：　中毒精神病、器質性精神障害等

第５表　障害者の職業紹介状況 （その他の障害者）
②有効求職者数

前年度比 前年度比
年度

①新規求職申込件数 ③就職件数 ④就職率（③/①)

前年度比

44.4% 48.1%110.4%

0.0% 18.4% △21.3%

17.5%△1.0% 7.7%

1.0% △8.6% 29.7%

50.9% 31.3%53.5%

△32.4% △19.0% △37.4%

57.1%53.5% 83.8%

△21.1% △23.5% △17.7%

※1 「有効求職者数」＝各年度末現在の数、他は年度累計

※2 「その他の障害」＝発達障害者、高次脳機能障害者、難治性疾患患者等

第６表　その他の障害者の内訳

0.8% 11.0% △5.9%

△21.9% △41.1% △6.3%

就職件数 13 31 0 1

発達障害者 難治性疾患患者等 高次脳機能障害者 その他

新規
求職申込件数

37 60 2 1
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別添

第５図   新規求職申込件数、就職件数における障害種別割合の推移 （全数）
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３．産業別の就職状況 (令和６年度)

※本集計は小数点第2位以下を四捨五入しているため、割合の合計が100%とならない場合があります。

〈産業別にみたときの特徴〉

○産業別では、「医療・福祉」(238件、32.6％)、「教育・学習支援業」（76件、
10.4％）、「製造業」（72件、9.9％）・「卸売業・小売業」（72件、9.9％）・「公務・
その他」（72件、9.9％）、の順で就職件数が多くなっている。

○障害者種別にみた場合もほぼ同様の状況であるが、知的障害者の「公務・その他」への
就職件数は極端に少ない状態にある。

(2) 障害種別の状況 （第６－２図）

(1) 全体 （第６-１図）

6.8%

8.2%

6.2%13.0%

29.5%

11.0%

11.6%

身体障害者

※ 数値は産業別構成比（主な産業のみ表示）

14.7%

15.6%
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知的障害者

6.7%
8.9%

6.7%42.2%

11.1%

6.7%

その他障害者

9.8%

9.6%

10.0%

34.0%

6.1% 10.7%

精神障害者

農林漁業 20件 2.7%
鉱業、採石業、砂利採取

業 0件 0.0%
建設業 18件 2.5%

製造業 72件 9.9%

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業

3件 0.4%

情報通信業 8件 1.1%
運輸業・郵便業 21件 2.9%

卸売業・小売業 72件
9.9%

金融業・保険業 14件 1.9%

不動産業・物品賃貸業 5
件 0.7%

学術研究、専門・技術

サービス業 12件 1.6%

宿泊業、飲食サービス業

34件 4.7%
生活関連サービス

業、娯楽業 5件 0.7%

教育・学習支援業 76件
10.4%

医療・福祉 238件 32.6%

複合サービス事業 4件
0.5%

サービス業 55件 7.5%

公務・その他 72件 9.9%

※ 数値は産業別の就職件数、構成比。
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４．職業別の就職状況 (令和６年度)

※本集計は小数点第2位以下を四捨五入しているため、割合の合計が100%とならない場合があります。

〈職業別にみたときの特徴〉

 ○職業別では、｢生産工程・労務の職業」(253件、34.7％)の割合が大きく、｢事務的職業｣
　(224件、30.7％)、「サービスの職業」(124件、17.0％)、「専門的・技術的職業」
　(53件、7.3％)が続いている。　 

 ○障害種別でみると、知的障害では、「生産工程・労務の職業」の割合が高く
　（58件、53.2％）、他の種別では「事務的職業」が高く、身体障害者については
　（53件、36.3%）、精神障害者については(143件、33.3％)、その他の障害については 
　 (18件、40.0％)となっている。

※ 数値は職業別構成比（主な産業のみ表示）

※ 数値は職業別の就職件数、構成比。

11.0%

36.3%

11.6%

5.5%

30.1%

身体障害者

専門的・技術的職業 管理的職業 事務的職業 販売の職業 サービスの職業
保安の職業 農林漁業の職業 運輸・通信の職業 生産工程・労務の職業

9.2%
7.3%

25.7
%

53.2
%

知的障害者

7.0%

33.3
%

17.7
%

32.4
%

精神障害者

15.6
%

40.0
%

6.7%

6.7%

26.7
%

その他の障害者

(1) 全体 （第７-１図）

(2) 障害種別の状況 （第７－２図）

専門的・技術的職業 53
件 7.3%

管理的職業 1件 0.1%

事務的職業

224件
30.7%

販売の職業 26件 3.6%サービスの職業

124件
17.0%

保安の職業 8件 1.1%

農林漁業の職業 18件
2.5%

運輸・通信の職業 22件
3.0%

生産工程・労務の職業

253件
34.7%
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  第７表　解雇数の推移

年 度 計

上半期 下半期 うち短時間 うち短時間 うち短時間

11 10 1 3 1 7 0 1 0

6 3 3 0 0 5 1 1 1

37 30 7 9 7 16 13 12 10

14 1 13 4 3 6 1 4 2

3 2 1 2 0 0 0 1 0

19 6 13 7 1 6 3 6 4

5 3 2 4 0 1 0 0 0

31 2 29 4 4 15 15 12 11

6 5 1 4 0 0 0 2 0

9 5 4 2 0 5 0 2 2

    第８表　理由別解雇数

理由 理由

月 月

令和6年4月 0 5 0 5 令和6年10月 0 2 0 2

令和6年5月 0 0 0 0 令和6年11月 0 0 0 0

令和6年6月 0 0 0 0 令和6年12月 0 0 0 0

令和6年7月 0 0 0 0 令和7年1月 1 0 0 1

令和6年8月 0 0 0 0 令和7年2月 0 1 0 1

令和6年9月 0 0 0 0 令和7年3月 0 0 0 0

令和元年度

計事業廃止 その他

平成28年度

令和4年度

令和3年度

平成29年度

令和5年度

令和6年度

計

年　度

事業廃止 事業縮小

平成30年度

その他事業縮小

平成27年度

令和2年度

５.障害者の解雇数

障害種別

身体障害者 知的障害者 精神障害者

高知労働局 

解雇数

1
3

7

13

1

13

2

29

1
4

10
3

30

1

2

6

3

2

5

5

11

6

37

14

3

19

5

31

6

9

0

10

20

30

40

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度人

第８図 年度別解雇数の推移

上期 下期 解雇数計
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「障害者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度」は、厚生労働大臣が

障害者の雇用の促進や安定に関する取り組みなどの優良な中小企業を認定する制

度です。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

中小事業主の皆さまへ

障害者雇用優良中小事業主 検 索

Ａ

「 認定事業主」になるにはどのような手続きがありますか？Ｑ

障害者雇用に関する優良な取り組みを行う

中小事業主への認定制度を始めました！

認定マークを使用できます！

認定事業主となることのメリット

など

認定の申請は、必要書類を主たる事業所を管轄する都道府県労働局またはハローワークに提出

してください。必要書類は厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

審査の結果、認定基準を全て満たしていることが確認された場合は、各都道府県労働局から認

定通知書を交付します。※詳しい認定基準については裏面をご参照ください

なお、認定審査には3か月ほどお時間をいただいています。

（URL）https://www.mhlw.go.jp/stf/monisu.html

都道府県労働局またはハローワークに申請が必要です！

日本政策金融公庫の低利融資対象となります！

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク
による周知広報の対象となります！

公共調達などの加点評価を受けられる場合があります！

自社の商品・サービス・広告などのほか、ハローワークの
求人票に障害者雇用優良中小事業主認定マークを表示する
ことができます

日本政策金融公庫の「働き方改革推進支援資金」の低利融資の対象となります
障害者雇用の取り組みに必要な設備資金や長期運転資金に使用できます
詳細は日本政策金融公庫へお問い合わせください

厚生労働省と都道府県労働局のホームページに掲載され、社会的認知度を高めること
ができます
また、認定事業主に限定した合同説明会などを企画する場合があります
御社の魅力を広くアピールすることができ、求職者からの応募の増加が期待できます

地方公共団体の公共調達および国と地方公共団体の補助事業の加点評価を受ける
ことができる場合があります
詳しくは公共調達などを実施している地方公共団体などにお問い合わせください

LL020702障01

KNMGSA
別紙



詳しくは、都道府県労働局、ハローワークへお問い合わせください。

①以下の評価基準に基づき、20点（特例子会社は35点）以上得ること

（取り組み関係で5点以上、成果関係で6点以上、情報開示関係で2点以上を得ること）

②法定雇用率を達成していること

雇用義務がない場合でも、雇用率制度の対象となる障害者※を１名以上雇用していること

③過去に認定を取り消された場合、取り消しの日から起算して3年以上経過していること

④障害者雇用促進法と同法に基づく命令その他の関係法令に違反する重大な事実がないこと

障害者雇用優良中小事業主の認定基準項目

※就労継続支援A型事業所の利用者は除く

大項目 中項目 小項目 評価基準 評価点

取組
(アウト
プット)

体制
づくり

①組織面
特に優良 2点

優良 1点

②人材面
特に優良 2点

優良 1点

仕事
づくり

③事業創出
特に優良 2点

優良 1点

④職務選定
・創出

特に優良 2点

優良 1点

⑤障害者就
労施設等
への発注

特に優良 2点

優良 1点

環境
づくり

⑥職務環境
特に優良 2点

優良 1点

⑦募集・採用
特に優良 2点

優良 1点

⑧働き方
特に優良 2点

優良 1点

⑨キャリア
形成

特に優良 2点

優良 1点

⑩その他の
雇用管理

特に優良 2点

優良 1点

取組関係の合格最低点 5点
(満点20点)

大項目 中項目 小項目 評価基準 評価点

成果
(アウト
カム)

数的側面

⑪雇用状況

特に優良 6点

優良 4点

良 2点

⑫定着状況

特に優良 6点

優良 4点

良 2点

質的側面

⑬満足度、
ワーク・エン
ゲージメント

特に優良 6点

優良 4点

良 2点

⑭キャリア
形成

特に優良 6点

優良 4点

良 2点

成果関係の合格最低点 6点
(満点24点)

情報
開示
(ディス
クロー
ジャー)

取組(アウ
トプット)

⑮体制・仕事・
環境づくり

特に優良 2点

優良 1点

成果(アウ
トカム)

⑯数的側面
特に優良 2点

優良 1点

⑰質的側面
特に優良 2点

優良 1点

情報開示関係の合格最低点 2点
(満点6点)

合計の合格最低点 20点
(満点50点)

※このほかにも条件がありますので、詳細は厚生労働省ホームページをご覧いただくか、都道府県労働局、ハローワークへお問い
合わせください。

企業と障害者が、明るい未来や

社会の実現に向けて

という思いをこめて、愛称を

「もにす」と名付けました。

と も に す す む

この認定制度を通じて、企業の社会的認知度

を高めることができるとともに、地域で認定を

受けた事業主が障害者雇用の身近なロールモデ

ルとして認知され、地域全体の障害者雇用の取

り組みが一層推進されることが期待できます。

また、障害者雇用の促進と雇用の安定を図る

ことで、組織における多様性が促進され、女性

や高齢者、外国人など、誰もが活躍できる職場

づくりにつながります。


